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奨学金の拡充がなされることになっている。

　こうした制度改革の背景には、1990 年代後半

の「格差社会」の議論の活発化以降、教育にお

ける不平等を経済的な格差から検討する関心が

高まりをみせたことがあげられる。その後、国

際的な学力調査、全国学力 ･ 学習状況調査の結

果に基づき「学力低下」と「学力格差」が問題

となり、いわゆる「教育格差」は研究者のみな

らず、広範な関心を集めるようになった 2）。また、

子育てや子どもの教育にお金がかかりすぎるこ

とが少子化の要因として指摘されることも多い。

　本稿では、まず子育て世帯の生活水準を等価

可処分所得、消費支出、家計のゆとりに関する

はじめに
　近年、教育費に関する制度改革が行われつつ

ある。2010 年から公立高等学校授業料無償制 ･

高等学校等就学支援金制度が開始され、国公立

の高校については授業料が無償化され、私立高

校については授業料負担が軽減された。2019 年

10 月からは、幼児教育 ･ 保育の無償化が行われ、

幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する 3

歳から 5 歳児の利用料が無償化された 1）。また、

2020 年 4 月から高等教育の修学支援新制度が開

始される予定で、大学 ･ 短期大学 ･ 高等専門学

校 ･ 専門学校に通う住民税非課税世帯およびそ

れに準ずる世帯の学生の授業料等減免、給付型

〜要旨〜
　本稿では、まず子育て世帯の生活水準を等価可処分所得、消費支出、家計のゆとりに関する意識な
どの観点から検討した。分析の結果、子育て世帯が、家族構成に見合った所得が得られないなかで、
消費支出を抑制し、生活水準を引き下げている状況が明らかになった。時系列でみると、可処分所得
に占める教育費の割合は高まっており、とりわけ大学生の子どもを持つ世帯、多子世帯にとっては負
担が大きい。次に、家計の教育費支出構造の長期的変化を、「長子にかけた教育費」という観点から、
性別、きょうだい数、きょうだい構成などに着目し分析した。分析の結果、コーホートが進むにつれ
て長女にも長男と同程度の教育費をかける傾向にあること、きょうだい数が長子にかけた教育費に及
ぼす負の影響は残存していること、ひとりっ子に相対的に教育費を多くかけるようになっていること、
女子に対する教育費支出が増加するのに伴い、男きょうだいがもたらす負の影響は減少していること
などが明らかになった。
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の追加費用を調整するために、「等価可処分所得」

を用いて分析を行う。等価可処分所得とは、世

帯単位の所得から個人単位の所得へと変換を行

うことにより、世帯員 1 人あたりの経済厚生（効

用水準）を計る指標である 3）。

　図 1 は、総務省「全国消費実態調査」（2014 年）4）

を用いて、「子どものいる世帯」について、子ど

も数別 ･ 長子の教育段階別に等価可処分所得を

求め、「子どものいない夫婦世帯」と比較を行っ

たものである。「子どものいる世帯」は、「子ど

ものいない夫婦世帯」と比較すると等価可処分

所得の水準が低くなっていることがわかる。と

りわけ、子ども数が多い世帯、ひとり親世帯で

所得水準は低い。「子どものいない夫婦世帯」の

意識などの観点から検討する。次に、家計の教

育費支出構造の長期的変化を、性別、きょうだ

い数、きょうだい構成などに着目し分析する。

1　子育て世帯の生活水準
（1） 等価可処分所得の比較
　まず、子育て世帯の所得水準について考えて

みよう。世帯の生活レベルの比較という点から

すると、同じ所得水準であっても、世帯人員が

増えれば実質的な所得水準は異なると考えられ

る。たとえば、世帯の可処分所得が同額であっ

たとしても、「子どものいない夫婦世帯」と「夫

婦と子ども 2 人の世帯」では、実質的な所得水

準は異なる。そこで、世帯人員のより多い世帯
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図1　子どものいない世帯と子どものいる世帯の等価可処分所得の比較（2014年） 

子どものいない夫婦世帯

夫婦と子ども1人の世帯
子どもが2歳以下の幼児

子どもが3～6歳の未就学児
子どもが小学生
子どもが中学生
子どもが高校生
子どもが大学生

夫婦と子ども2人の世帯
長子が2歳以下の幼児

長子が3～6歳の未就学児
長子が小学生
長子が中学生
長子が高校生
長子が大学生

夫婦と子ども3人以上の世帯
長子が未就学児
長子が小学生
長子が中学生
長子が高校生
長子が大学生

ひとり親と子どもの世帯
長子が中学生以下

長子が高校生・大学生

20.9万円
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24.9
24.9
26.7
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20.9
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16.6
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18.9
19.9
21.4
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13.4

（資料）総務省「全国消費実態調査」（2014年）を用いて筆者が算出
（注）1）子どものいない夫婦世帯の等価可処分所得を1.00とする。

2）右側の数字は等価可処分所得（月額）。
3）世帯主の年齢に対応した比較を行った。棒グラフは、子ども数別・教育段階別に世帯主の
平均年齢を考慮に入れ、その平均年齢が属する世帯主年齢階級の「子どものいない夫婦世
帯」との比較を示している。「子どものいない夫婦世帯」の等価可処分所得は、30-39歳が
26.8万円、40-49歳が29.4万円、50-59歳が30.4万円。
4）教育段階の「大学生」には、専門学校生、短大・高専生、大学院生を含んでいる。



どものいない夫婦世帯」のそれと同程度、もし

くは下回っている。たとえば、世帯人員が 5 人

以上である「子ども 3 人以上世帯」の消費支出

は世帯人員 2 人の「子どものいない夫婦世帯」

の消費支出の 10 〜 26％程度の増加にすぎない

（長子大学生は 41% 増）。「ひとり親世帯」にお

いては、生活水準の不均衡が著しい。「ひとり親

世帯」の消費支出は、「子どものいない夫婦世帯」

のそれの 71 〜 82％程度にとどまっている。ひ

とり親世帯では、所得が低いので、消費支出を

切りつめていることが大きな要因と考えられる。

　図 2 によれば、「大学生のいる世帯」では、「子

どものいない夫婦世帯」に比べ、消費支出が大

きい。これは、授業料などの教育費支出が大き

いためである。図 2 に示したように、教育費を

除いた消費支出により「大学生のいる世帯」と

「子どものいない夫婦世帯」を比較すると、消費

支出は同程度ということになる（大学生を含む

子ども 1 人のとき 1.04、同 2 人のとき 0.94、同

3 人のとき 0.99）。ただし、大学生の子どもが（1

〜 3 人）いるにもかかわらず消費支出が同程度

ということは、実質的には生活水準が相当低く

なっていると考えられる。「大学生のいる世帯」

では、教育費以外の支出を切りつめていると想

定できる。

　このように、消費支出という点からみても、

子どものいる世帯の生活水準は、子どものいな

い夫婦世帯の生活水準よりもかなり低くなって

いるのである。

（3） 子育て世帯の生活意識
　子育て世帯は、家族構成に見合った所得が得

られないなかで、消費支出を抑制し、生活水準

を引き下げている。その結果、家計のゆとりも

小さくなっている。ここでは、子育て世帯の生

活意識についてみてみよう。

等価可処分所得を 1.00 とし、長子が高校生のケー

スをみると、「子ども 1 人の世帯」は 0.82、「子

ども2人の世帯」は0.77、「子ども3人以上の世帯」

は 0.68 となっている。子ども数が多くなるほど

等価可処分所得の水準は低下している。また、

「ひとり親と子どもの世帯」では、「子どものい

ない夫婦世帯」の約 45％の等価可処分所得水準

にしか達していない。収入を稼得する者が 1 人

しかいないことおよび正規雇用の割合が低いこ

とが大きな原因となっていると考えられる。

　図 1 をみると、長子の教育段階が高くなるに

従って、等価可処分所得は「子どものいない夫

婦世帯」の水準に近づいている。この背景には、

稼得者の年齢が高くなることおよび配偶者の就

労とその世帯収入への寄与がある。

　このように、子育て世帯は教育費を含めた子

育てコストに見合った所得を得ることができて

いないことが明らかになった。とくに、子ども

数が多い場合、およびひとり親の場合に等価可

処分所得は小さくなり、生活水準を高めること

が困難になっている。

（2） 消費支出の比較
　では、子育て世帯の消費支出のレベルはどの

程度であろうか。「子どものいる世帯」の消費支

出と「子どものいない夫婦世帯（年金生活者で

はない）」の消費支出を比較してみよう。図 2 は、

総務省「全国消費実態調査」（2014 年）を用い

て、「子どものいない夫婦世帯」の消費支出を 1.00

として、世帯類型別に消費支出を示したもので

ある。子育て世帯の生活水準は平均して子ども

のいない世帯の生活水準よりもかなり低くなる。

教育費を除いた消費支出を比較すると子育て世

帯のレベルはさらに低くなる。「子どものいる世

帯」では、子どもという家族のメンバーが 1 〜 3

人も増えているにもかかわらず、消費支出は「子
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別にみた場合の「夫婦と未婚の子のみの世帯」、

および児童の有無別でみた場合の「児童のいる

世帯」では、「生活が苦しい」と回答した割合は

20 年間に大幅に増え、全体平均以上となってい

る。2015 年には、「児童のいる世帯」では 60.3%

が「苦しい」と答えているが、「高齢者世帯」で

は 58.0% となっている。子ども数が増加するほ

ど、「生活が苦しい」と回答した割合は高まる傾

向にあり、子ども 3 人以上では 71.8% に達して

いる。前述の分析結果が示すとおり、多子世帯

の生活が苦しい状況が明らかである。

　表 1 は、厚生労働省「国民生活基礎調査」5）

により、1995 年、2005 年、2015 年の生活意識

の変化をみたものである。同調査では、調査時

点の暮らしの状況を総合的に見てどのように感

じているかの意識を、「大変苦しい ･ やや苦しい

･ 普通 ･ ややゆとりがある ･ 大変ゆとりがある」

の 5 段階で尋ねている。生活が「苦しい」（「大 

変苦しい」と「やや苦しい」）と回答した世帯

の割合は、全体でみても 1995 年の 42.0% から、

2005 年の 56.2%、2015 年の 60.3% へと大きく増

加している。子育て世帯に注目すると、世帯構造

70季刊　個人金融　2020 冬

1.00

1.501.000.500.00

図2　子どものいない世帯と子どものいる世帯の消費支出水準の比較（2014年） 

（資料）総務省「全国消費実態調査」（2014年）を用いて筆者が算出
（注）1）子どものいない夫婦世帯の消費支出を1.00とする。

2）平均世帯人員は、夫婦と子ども3人以上の世帯が5.13人、ひとり親と子どもの世帯が2.38人。
3）世帯主の年齢に対応した比較を行った。
4）（ ）内は、教育費を除いた消費水準の比率を示している。
5）教育段階の「大学生」には、専門学校生、短大・高専生、大学院生を含んでいる。
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を示したものである 6）。

　まず、時系列でみると、未就学児、小学生、

中学生の子どもを持つ世帯の可処分所得に占め

る教育費割合は、1979 年から 2014 年の 35 年間

に上昇傾向にある。学校段階が低いためそれほ

ど大きな変化ではないが、未就学児では子ども

1 人の場合 1979 年の 3.5% から 2014 年の 6.7% に、

子ども 2 人の場合 1979 年の 4.5% から 2014 年の

7.1% に、子ども 3 人以上の場合 1979 年の 5.1%

から 2014 年の 8.7% に増加している。また、中

学生段階では 1980 年代に教育費割合が高まり、

その後漸増している。

　高校生、大学生については、1979 年から 2009

年まで、可処分所得に占める教育費割合は増加傾

向にある。しかし、高校生、大学生とも、2009 年

に比して 2014 年の教育費割合は低下している。

高校生の場合、2010 年から始まった高校授業料

無償化により、授業料支出が減少した影響と考

えられる。他方で、大学生については、全国消

費実態調査の集計における学校段階の変化が影

響していると考えられる。2009 年までは、「大学

生」という区分が用いられていたが、2014 年か

（4） 可処分所得に占める教育費割合の変化
　では、子育て世帯は可処分所得のうちどのく

らいの割合を教育費に支出しているのであろう

か。図 3、図 4、図 5 は、子ども数別に可処分所

得に占める教育費割合の変化（1979 年〜 2014 年）
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表 1　生活意識の変化：「生活が苦しい」の割合
（％）

1995 年 2005 年 2015 年
[ 世帯構造別 ]
単独世帯 43.3 58.6 59.1
核家族世帯
　夫婦のみの世帯 33.0 47.9 58.0
　夫婦と未婚の子のみの世帯 45.7 57.7 64.3
　ひとり親と未婚の子のみの世帯 55.1 74.2 63.9
三世代世帯 39.1 57.2 65.5
[ 世帯類型別 ]
高齢者世帯 37.8 54.7 58.0
母子世帯 74.8 79.8 83.3
[ 児童の有無別 ]
児童のいる世帯 48.8 60.1 60.3
　子ども 1 人 48.7 57.1 62.4
　子ども 2 人 48.5 59.5 62.3
　子ども 3 人以上 49.8 70.0 71.8
児童のいない世帯 38.2 54.7 59.4
全体 42.0 56.2 60.3

（資料）厚生労働省「国民生活基礎調査」を用いて算出
（注）「大変苦しい」と「やや苦しい」の合計
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図3　可処分所得に占める教育費割合の変化（子ども1人世帯） 

（資料）総務省「全国消費実態調査」各年版を用いて筆者が算出
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の教育費の割合が大きくなっていることに注目

すべきである。1984 年までは、子ども 1 人と子

ども 2 人の教育費割合の差は 4 ポイント以下で

あったが、1989 年以降は 7.3 〜 9.3 ポイント以上

になっている。つまり、2 番目以降の子どもに

も教育費をかけるようになってきたと考えられ

る。2 番目以降の子どもの教育段階は細かく特

定できないが、おそらく大学生、高校生が多い

らは「専門学校生、短大 ･ 高専生、大学生、大

学院生」という区分に変更されている。授業料

等が比較的低い専門学校生、短大 ･ 高専生が同

じカテゴリーに統合されたことで、教育費割合

が低下した可能性がある。

　可処分所得に対する教育費の割合がもっとも

大きいのは、「大学生のいる世帯」である。とくに、

1989 年以降、子ども 2 人および 3 人以上の世帯
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図 4 可処分所得に占める教育費割合の変化（子ども 2人世帯） 

（資料）総務省「全国消費実態調査」各年版を用いて筆者が算出

図 5 可処分所得に占める教育費割合の変化（子ども 3人以上世帯） 

（資料）総務省「全国消費実態調査」各年版を用いて筆者が算出
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　前節で見たように、長期的に見ると家計の可

処分所得に占める教育費の割合は高まる傾向に

ある。しかし、家計の教育費を規定する要因の

変化に関しては、必ずしも詳らかになっている

わけではない。長期的な変動を分析するための

データとその利用に限界があるためである。

　本節は、家計の教育費に影響を与える要因の

長期的変化を、主として上記の子どもに関する

要因（子どもの性別、きょうだい数、きょうだ

いの構成など）から分析しようとするものであ

る。

（2） 先行研究
　本節の分析は、2 つの教育社会学の研究の文脈

に位置づけられる。

　第 1 は、家計の教育費の変化に関する分析で

ある。家計の教育費に関しては、家計調査、全

国消費実態調査、子どもの学習費調査、学生生

活調査などの公的統計により、長期的な変化を

ある程度捉えることができる。矢野（1996）は、

全国消費実態調査の 1969-1989 年の長子が大学

生のデータを用いて、1979 年には子ども 2 人世

帯がひとりっ子の世帯なみに教育費を支出する

傾向がみられるようになったことを明らかにし

ている。都村（2006）は、全国消費実態調査の

1979-1999 年の分析を行い、2 番目以降の子ども

に教育費をかける傾向が 1989 年以降に強まって

いることを明らかにした。また、増田（2015）は、

全国消費実態調査のミクロデータを用い、子ど

もを追加的に持つことの負担は授業料等の方が

補習教育等よりも大きいこと、授業料等につい

てはとりわけ子どもが 15 歳から 19 歳のときに

影響が大きいことを明らかにしている。さらに、

増田（2019）は同じく全国消費実態調査のミク

ロデータを用い、学校の種類と子ども数別に比

較分析を行っている。また、末冨（2010）は、

はずである。彼らの大学進学に伴う入学金、授

業料、受験対策費が教育費を増大させていると

考えられる。子ども 3 人以上については、2004

年に可処分所得の 3 分の 1 を教育費が占めるよ

うになり、その後も 30% 以上を推移している。

多子世帯にとっては、子どもの大学進学が家計

に与える影響が大きいことがわかる。

　実際、1970 年代半ば以降停滞していた大学 ･

短大への進学率は 1980 年代後半以降再び増加 

している。文部科学省「学校基本調査」によれば、

1979 年には 37.4％であった大学 ･ 短大への進学

率（過年度高卒者等を含む）は、2014 年には

56.7％に上昇している。また、国立大学の入学金･ 

授業料は 1970 年代以降増加が著しい。文部科

学省「国公私立大学の授業料等の推移」によれ

ば、授業料は 1979 年の 144,000 円から 2014 年

には 535,800 円に、入学金は 1979 年の 80,000 円

から 2014 年には 282,000 円に増加している。私

立大学の場合も、授業料（平均）は 1979 年の

325,198 円から 2014 年の 864,384 円へ、入学金は

1979 年の 175,999 円から 2014 年には 261,089 円

へと増加している。したがって、1980 年代後半

以降、2 人以上の子どもを大学進学させる家庭

は増加し、その場合の教育費負担は非常に重い

と考えられる。

2　家計の教育費支出構造の長期的変化
（1） 問題の所在
　家計が支出する教育費は、次の要因に影響さ

れる。第 1 に子どもに関する要因（子どもの性別、

きょうだい数、きょうだいの構成など）、第 2 に

親に関する要因（世帯収入、学歴、教育意識など）、

第 3 に教育環境に関する要因（高校 ･ 大学の進

学率、経済状況、就職状況など）である。これ

らの要因は、戦後日本において、それぞれ変化

してきた。
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的に子どもに対する教育費配分などを推測して

いることに特徴がある。

　そこで、本節では、次項で述べる教育費支出

に関する回顧的データを用いて、分析を行うこ

とにする。

（3） 分析に使用するデータ
　本節では、大阪商業大学 JGSS 研究センターが

東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施し

た JGSS-2006 データを用いて分析を行う。JGSS-

2006 の母集団は、全国に居住する 2006 年 9 月 1

日時点で満 20 〜 89 歳の男女である。層化 2 段

無作為抽出法により、全国 526 地点の 8,000 人

を抽出し、調査対象としている。調査は 2006 年

10 月から 12 月にかけて、全国において実施さ

れた。有効回収数は 4,254、回収率は 59.8％となっ

ている。

　分析に利用する教育費に関する設問について

説明しておきたい。留置 A 票、B 票において、「世

間一般と比べて、1 番上のお子さんにどのぐら

い教育費をかけてきましたか」と尋ねている。

回答者は、「1 平均よりかなり少ない、2 平均より

少ない、3 ほぼ平均、4 平均より多い、5 平均よ

りかなり多い、6 子どもはいない ･ まだ教育費

はかけていない」の選択肢から回答している。

本節では、この設問を用い、調査対象者が親の

場合の分析を行う。

　上記の設問は、調査対象者が親として長子に

かけた相対的な教育費を主観的に回答している

点に特徴がある。分析のメリットとしては、第 1

に回顧的な設問のため、子育てを終えた世帯も

分析の対象に含むことが可能であること、第 2

に世帯が支出した教育費に関し長期的な変動を

分析可能なことがあげられる。他方で、分析の

限界としては、回顧的な設問のため、回答者に

よる回答基準のバラツキが大きいことがあげら

1955 年から 2005 年にかけて公教育費と私教育

費が量的水準を拡大させたプロセスを詳細に分

析している。しかし、こうした公的統計による

分析は、すでに末冨（2010）が指摘しているよ

うに、データの性質上時系列分析に大きな限界

がある。本節の主たる関心である性別、きょう

だい構成による分析を詳しく行うことは難しい。

　第 2 は、教育達成ときょうだい数･きょうだい

構成に関する分析である。本節は、問題関心 ･ 分

析手法の点で、この分析の文脈に依拠している。

きょうだい数が多いほど教育達成が低くなる傾

向は多くの研究で指摘されている（SSM1985 を

分析した近藤（1996）、NFRJ98、NFRJ03 を分

析した平沢（2004、2007）、SSM2015 を分析した

苫米地（2018））。また、NFRJ03 データを用い

て分析を行った平尾（2006）によれば、きょうだ

い数と父親の学歴が教育達成にもたらす負の影

響は男性よりも女性において強い。さらに、平

沢 ･ 片瀬（2008）は、女きょうだいの数よりも

男きょうだいの数が教育達成に影響を与えてい

ることを指摘している。きょうだいの構成に関

しては必ずしも一貫した結果は得られていない

が、保田（2008）は、第 2 子（女性）の進学率

は姉よりも兄を持つ場合に高くなること、第 1

子（男性）の進学率は妹よりも弟がいる場合に

低くなることを明らかにしている。また、苫米

地（2018）は、出生順位は教育達成に対して負

の影響を与えているが、その影響は縮小してい

ると指摘している。以上のような分析は、主に

資源希釈仮説（子どもに支出する教育費には限

度があり、子ども数が増えるほどひとり当りの

教育費は少なくなる）と選択的投資仮説（複数

の子どもがいる場合に、特定の子どもにより多

くの教育費を支出する）に依拠しており、教育

費分析とも関連が深い。しかし、これらの分析

は教育達成の結果を分析することにより、間接
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ども（長子）を分析の対象とし、以下のようにコー

ホートを分類する。1）1946-55 年出生、2）1956-

65 年出生、3）1966-75 年出生、4）1976-82 年出

生である。なお、子ども（長子）は「すでに学業

を終えている」場合のみを分析の対象とした。

　表 2 は長子の出生コーホート別に記述統計を

示したものである。きょうだい数（回答者にとっ

ての子ども数）をみると、ひとりっ子（きょう

だい数 1 人）の割合は、9.5% から 13.0％でそれ

ほど大きな変化は見られない。他方できょうだ

い数 3 人以上の割合は、1946-55 年出生コーホー

トの 51.2% から 1976-82 年出生コーホートの

29.6% へと大きく減少している。その結果、きょ

うだい数 2 人の割合が、1946-55 年出生コーホー

トの 39.3% から 1976-82 年出生コーホートの

59.0% へと増加している。したがって、この間に

生じたきょうだい数の変化は、2 人きょうだいの

増加と 3 人以上きょうだいの減少とまとめるこ

とができる。

　表 3 は「世間一般と比べて、1 番上のお子さん

にどのぐらい教育費をかけてきましたか」の回

答分布を示したものである。「ほぼ平均」という

回答が 54.9％ともっとも多く、以下「平均より

多い」（21.9%）、「平均より少ない」（14.2%）、「平

均よりかなり多い」（7.1%）、「平均よりかなり少

ない」（2.0%）となっている。平均より多い方が

やや高い山型の分布といえる。

れる（とりわけ回答者の年齢による影響が大き

い可能性がある）。また、JGSS-2006 には、調査

対象者の子どもの学歴に関する情報がない。し

たがって、教育費に大きな影響を及ぼすと考え

られる長子の最終学歴（大学卒か非大学卒かな

ど）を把握することはできない。

（4） 本分析における仮説
　本節で用いるデータは、主観的ではあるが、

実際の教育費支出の傾向を分析できることに特

徴がある。そこで本節では、以下のような仮説

に基づき、教育達成ときょうだい数 ･ 構成に関

する従来の分析の知見との異同を考察しながら、

教育費支出構造の長期的変化の一端を明らかに

したい。

①　コーホートが若いほど、長女に対して多く

の教育費を支出している。

②　きょうだい数が多いほど、長子に支出する

教育費は抑制される。この傾向はどのコーホー

トでもみられると考えられるが、古いコーホー

トほど影響が大きいと考えられる。

③　長子の性別を問わず、弟がいる場合、長子

に支出する教育費は抑制される。

（5） 分析
（5-1） 長子の出生コーホートの分類と記述統計
　本分析では、1946 年から 1982 年に出生した子
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表 2　記述統計：長子の出生コーホート別
長子の出生コーホート（年） 1946-55 1956-65 1966-75 1976-82
N 211 562 794 429

長子の性別 男 105 （49.8） 329 （58.5） 402 （50.6） 214 （49.9）
女 106 （50.2） 233 （41.5） 392 （49.4） 215 （50.1）

きょうだい数 1 人 20 （9.5） 73 （13.0） 88 （11.1） 49 （11.4）
（回答者にとっての子ども数）2 人 83 （39.3） 305 （54.3） 474 （59.7） 253 （59.0）

3 人以上 108 （51.2） 184 （32.7） 232 （29.2） 127 （29.6）

回答者の平均年齢（歳） 79.0 71.3 62.3 54.9
（注）カッコ内は出生コーホートに対する比率
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ホートにおいては、男子と比較して「平均より

多い」が少なく、「平均より少ない」が多い。し

かし、1966-75 年、1976-82 年出生コーホートに

おいては、男子と同じか男子以上の水準となっ

ている。女子に教育費をかけるようになった傾

向が読み取れる。1966-75 年出生コーホートが高

等教育に進学した 1980 年代中頃から 1990 年代

中頃は停滞していた大学進学率が上昇に転じた

時代であり、そうした要因が背景にあると考え

られる。

（5-3）きょうだい数別にみた長子にかけた教育費
　図 7 はきょうだい数（長子含む）別 ･ 性別に

長子にかけた教育費（「平均より多い」の割合）

を示したものである。長子が男子の場合、きょ

うだい 2 人で長子に「平均より多い」教育費

をかけた割合は、1946-55 年出生コーホートの

36.5％がもっとも高く、以降のコーホートでは 

30% 前後を推移している。きょうだい 3 人以上

の場合は、1946-55 年出生コーホートで長子に

「平均より多い」教育費をかけた割合は 17.1% で

あり、きょうだい 2 人に比べ低くなっている。

1966-75 年出生コーホート以降においては、3 つ

（5-2） 長子の性別にみた長子にかけた教育費
　図 6 は長子の性別に長子にかけた教育費を示

したものである。なお、図では「平均よりかな

り多い」と「平均より多い」をあわせて「平均

より多い」とし、「平均より少ない」と「平均よ

りかなり少ない」をあわせて「平均より少ない」

としている。長子が男子の場合も、女子の場合

もともに、「ほぼ平均」はコーホートが進むごと

に減少傾向にある。男子に関しては、「平均より

多い」「平均より少ない」は漸増傾向にある。女

子に関しては、「平均より多い」が増加し、「平

均より少ない」はやや減少している。

　この結果から、コーホートが進むにつれて、

長子に支出した教育費の分散は大きくなってい

ると考えられる。女子の場合、1946-55年出生コー
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表 3　長子にかけた教育費の回答分布
度数 ％

1　平均よりかなり少ない 39 2.0
2　平均より少ない 284 14.2
3　ほぼ平均 1095 54.9
4　平均より多い 437 21.9
5　平均よりかなり多い 141 7.1
合計 1996 100.0
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うだい数 2 人ときょうだい数 3 人以上の間の「平

均より多い」教育費をかけた割合の差が大きい。

また、1966-75 年出生コーホートからひとりっ子

の場合、「平均より多い」教育費をかけた割合が

増加している。

（5-4） 弟の有無別にみた長子にかけた教育費
　図 8 は弟の有無別 ･ 性別に長子にかけた教育

費（「平均より多い」「平均より少ない」の割合）

を示したものである。なお、図では「平均より

かなり多い」と「平均より多い」をあわせて「平

均より多い」とし、「平均より少ない」と「平均

よりかなり少ない」をあわせて「平均より少ない」

のきょうだい数カテゴリーのなかで「平均より

多い」教育費をかけた割合がもっとも低い。大

学進学率が上昇し、学校外教育が一般化するな

かで、きょうだい数が多い場合、長子に教育費

をかけることが難しくなっていることがわかる。

ひとりっ子の場合は、出生コーホートが進むに 

つれて、「平均より多い」教育費をかけた割合が

増加し、1976-82 年出生コーホートでは 50.0% に

達している。ひとりっ子に集中して教育費を支

出する傾向が次第にみられるようになったこと

が明らかである。

　長子が女子の場合も、男子と傾向は似ている。

1956-65 年以外の出生コーホートにおいて、きょ
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若いコーホートでは、男きょうだいの負の影響

は縮小している。

　本来は、さらに多変量解析を行い、より詳細

な分析を行うべきである。しかし、本稿が使用

しているデータでは、回答者が子育てを行って

いた時代の世帯収入を尋ねる質問項目が存在し

ない。回答者の職歴も初職と現職の情報しか得

られないため、所得を推計することはできない。

そのため、本稿では、上記の基礎的な分析にと

どめておきたい。

3　まとめと今後の課題
　本稿では、前半で子育て世帯が、家族構成に

見合った所得が得られないなかで、消費支出を

抑制し、生活水準を引き下げている状況を明ら

かにした。時系列でみると、可処分所得に占め

る教育費の割合は高まっており、とりわけ大学

生の子どもを持つ世帯、多子世帯にとっては負

担が大きい。後半の分析では、「長子にかけた教

育費」という観点から、コーホートが進むにつ

れて長女にも長男と同程度の教育費をかける傾

向にあること、きょうだい数が長子にかけた教

育費に及ぼす負の影響は残存していること、ひ

とりっ子に相対的に教育費を多くかけるように

なっていることなどが明らかになった。

　本稿の分析結果から得られる政策的インプリ

ケーションを簡単に指摘しておこう。第 1 に公

財政教育支出の引き上げである。教育段階別に

学校教育費の公財政支出と私費負担を国際比較

すると、日本では、学校教育費の公財政支出が

OECD 諸国に比して低い水準にある。とりわけ、

就学前教育と高等教育に関してその傾向は著し

く、公財政支出の不足分を私費負担で補うこと

により、OECD 諸国の水準に達している。少な

くとも OECD 平均まで引き上げることにより、

家計負担の緩和を図るべきである。第 2 に、子

としている。

　長子が男子の場合、すべてのコーホートにお

いて、弟有りよりも弟無しの方が、「平均より多

い」の割合が高い。また、弟無しよりも弟有り

の方が、「平均より少ない」の割合が高い傾向

にある。長男は、他に男きょうだいがいない場

合に教育費を多く支出してもらうことができる。

反対に、男きょうだいがいると、長男の教育費

は抑制される傾向にある。

　長子が女子の場合、1946-55 年、1956-65 年出

生コーホートにおいて、男子と同様に、弟有り

よりも弟無しの方が、「平均より多い」の割合が

高い。また、弟無しよりも弟有りの方が、「平均

より少ない」の割合が高い。男きょうだいがい

ることにより、長女の教育費が抑制される傾向

がみられる。しかし、女子の場合、1966-75 年、

1976-82 年出生コーホートにおいては、むしろ弟

無しよりも弟有りの方が、「平均より多い」の割

合が高い。女子に対する教育費支出が増加する

のに伴い、男きょうだいがもたらす負の影響は

減少している。

（5-5） 本節のまとめ
　仮説①に関しては、出生コーホートが若いほ

ど、長女に対して男子と同じか男子以上の教育

費を支出する傾向にある。仮説②に関しては、

長子にかけた教育費のきょうだい数による差異

は、1946-55 年出生コーホートで大きく、いった

ん格差が縮小し、最近の出生コーホートで再び

差が大きくなっている。もっとも若いコーホー

トでは、ひとりっ子に教育費を平均より多くか

ける傾向が顕著になっている。仮説③に関して

は、弟がいる場合、長男の教育費は抑制されて

おり、その傾向は変化していない。長女に関し

ても、1946-55 年、1956-65 年出生コーホートに

おいて男子と同様の傾向がみられた。しかし、
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【注】

1）0 歳から 2 歳児については、住民税非課税世帯

を対象として利用料が無償化されている。

2）「教育格差」という言葉は、学術的な専門用語

ではないと言われてきた（耳塚、2014）が、近年

では研究者も使用するようになっている。たとえ

ば、荒牧（2019）、松岡（2019）。

3）世帯人員 S 人の世帯の可処分所得が合計 I であ

るときの、世帯人員 1 人あたりの等価可処分所得

Wを次のように定義する。 。E は 0 〜 

1 のいずれかの値をとるが、ここではもっとも一

般的な 0.5 として計算している（E の値により等

価可処分所得は変動するが、本稿ではそこまで

立ち入ることはしない）。この算出方法に従うと、

年間可処分所得 600 万円の「子どものいない夫婦

世帯」の等価可処分所得は 425.5 万円となり、年

間可処分所得 600 万円の「夫婦と子ども 2 人の世

帯」の等価可処分所得は 300 万円となる。

4）総務省「全国消費実態調査」は、家計の構造を

所得、消費および資産の観点から総合的に把握す

ることを主たる目的として、1959 年以来 5 年ごと

に実施されている。

5）厚生労働省「国民生活基礎調査」は、国民の生

活の実態を把握することを目的として、1986 年以

来毎年実施されている。

6）子ども 2 人以上世帯の場合は、長子の学校段階

で分類している。未就学児については、子ども 1

人世帯については 3 〜 6 歳児、子ども 2 人世帯に

ついては長子が 3 〜 6 歳児、子ども 3 人以上世帯

については長子が未就学児のデータを使用してい

る。
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